
調査レポート 20062016

3
236

●道内経済の動き 

●平成28年　道内企業の年間業況見通し 

●変容する新卒採用について 

●北海道ASEAN事務所の活動について 

調査レポート 2016.3月号（No.236） 
平成28年 （2016年） 2月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終 
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞ この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 

古紙配合率100％紙を使用しています。 

ｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３６　ＩＣＳ／表紙／北洋銀行　ＤＩＣ２２１  2016.02.19 17.06.06  Page 1 



● 目 次 ● 道内経済の動き………………………………………………１

特別調査：平成２８年 道内企業の年間業況見通し………６

経営のポイント：長期的視点に立ち人材育成・強化に注力
……………………………………………１５

経営のアドバイス：変容する新卒採用について…………１９

アジアニュース：北海道ASEAN事務所の活動について
……………………………………………２６

私募債発行企業のご紹介……………………………………２９

主要経済指標…………………………………………………３０

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３６　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０００　　　　　表２　目次  2016.02.19 17.05.06  Page 44 



■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

道内景気は、緩やかに持ち直しているものの、一部に弱い動きがみられる。

需要面をみると、個人消費は、百貨店・スーパー販売額が前年を上回るなど、緩やかに持

ち直しているが、乗用車販売の前年割れが続くなど、一部に弱い動きもみられる。住宅投資

は、年度累計で前年を上回っているが、足元では一服感がみられる。設備投資は、持ち直し

ている。公共投資は、前年を下回っている。観光は、外国人観光客が一段と増加している。

輸出は、アジアや北米向けなどが減少した。

生産活動は横ばい基調で推移している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善

が続いている。企業倒産は、件数は減少した一方、負債総額は増加した。
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①百貨店等販売額～９か月連続で増加

１２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋３．３％）は、９か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋０．５％）は、身の回り

品、飲食料品、その他の品目が前年を上回っ

た。スーパー（同＋３．９％）は、衣料品、身

の回り品が前年を下回ったが、飲食料品、そ

の他の品目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．０％）

は、２７か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～２１か月連続で減少

１２月の乗用車新車登録台数は、１０，８２８台

（前年比▲１２．７％）と２１か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋２３．９％）

が増加したが、小型車（同▲９．６％）、軽乗用

車（同▲３６．０％）が減少した。

４～１２月累計では、１２０，６３３台（前年比

▲６．３％）と前年を下回って推移している。

普通車（同＋５．２％）、小型車（同＋１．４％）

は前年を上回っているが、軽乗用車（同

▲２１．６％）が前年を下回っている。

道内経済の動き

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年３月号
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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③札幌ドーム来場者～３か月ぶりに減少

１２月の札幌ドームへの来場者数は２０７千人

（前年比▲１５．８％）と３か月ぶりに前年を下

回った。プロ野球、プロサッカーとも試合開

催は無かった。大規模イベントの開催日数が

減少し、その他が２０７千人（同▲１５．８％）

だった。

④住宅投資～３か月ぶりに増加

１２月の新設住宅着工戸数は、２，７５９戸（前

年比＋０．９％）と３か月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同▲４．５％）、貸

家（同▲１．６％）は減少したが、分譲（同

＋２７．０％）が増加した。

４～１２月累計では、２８，９１５戸（前年比

＋５．７％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋２．６％）、貸家（同

＋７．７％）、分譲（同＋２．１％）が、いずれも

増加している。

⑤建築物着工床面積～６か月ぶりに減少

１２月の民間非居住用建築物着工床面積は、

７９，０３９㎡（前年比▲２０．５％）と６か月ぶりに

前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋９．１％）が前年を上回ったが、非製造業

（同▲２４．７％）が前年を下回った。

４～１２月累計では、１，４７３，０５０㎡（前年比

＋３．０％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲２６．６％）は前年を下回って

いるが、非製造業（同＋６．７％）は前年を上

回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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⑥公共投資～２か月連続で減少

１月の公共工事請負金額は、５８億円（前年

比▲５１．８％）と２か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲３９．４％）、北

海道（同▲３２．６％）、市町村（同▲５７．３％）

が、いずれも前年を下回った。

平成２７年度累計では、請負金額６，８０７億円

（前年比▲１５．０％）と前年を下回って推移し

ている。

⑦来道客数～１４か月連続で増加

１２月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９９４千人（前年比＋７．２％）と１４か月連続

で前年を上回った。輸送機関別では、航空機

（同＋７．９％）、JR（同＋０．６％）、フェリー

（同＋２．７％）が、いずれも前年を上回った。

４～１２月累計では、９，９３８千人と前年を

３．７％上回っている。

⑧外国人入国者数～３５か月連続で増加

１２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１３４，９６４人（前年比＋３６．４％）と３５か月

連続で増加した。４～１２月累計では、

８６６，９７１人（同＋３５．０％）と前年を上回って

推移している。

空港・港湾別では、新千歳空港が１１４，８１０

人（前年比＋４０．６％）、旭川空港が９，０４０人

（同＋１３．１％）、函館空港が１０，２５０人（同

＋１０．９％）だった。

道内経済の動き
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⑨貿易動向～輸出は２か月連続で減少

１２月の道内貿易額は、輸出が前年比４．１％

減の４２８億円、輸入が同２１．７％減の１，０７０億円

だった。

輸出は、鉄鋼などが増加したが、自動車の

部分品や有機化合物などが減少し、２か月連

続で前年を下回った。輸入は、石油製品や原

油・粗油などが減少し、５か月連続で前年を

下回った。

⑩鉱工業生産～２か月連続で上昇

１２月の鉱工業生産指数は９３．６（前月比

＋０．５％）と２か月連続で上昇した。前年比

（原指数）では▲１．２％と６か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、一般機械工業、

輸送機械工業など８業種が低下したが、食料

品工業、窯業・土石製品工業、金属製品工業

など８業種が上昇した。

⑪雇用情勢～改善が続く

１２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は１．０１倍（前年比＋０．０９ポイント）と７１か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比４．９％の増加とな

り、３か月連続で前年を上回った。業種別で

は、医療・福祉（前年比＋１３．０％）、サービ

ス業（同＋１４．９％）、製造業（同＋２０．９％）

などが増加した。

道内経済の動き
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⑫名目賃金指数～前年比横ばい

１１月の名目賃金指数（規模５人以上）は、

現金給与総額が９０．０（前年比±０．０％）とな

り、前年と同水準だった。現金給与総額のう

ち、きまって支給する給与は９９．９（同

▲２．２％）となり、１０か月連続で前年を下

回った。

⑬倒産動向～件数は２か月連続で減少

１月の企業倒産は、件数が１９件（前年比

▲１７．４％）、負債総額が３５億円（同＋３９．４％）

となった。前年に比べ、件数は２か月連続で

減少、負債総額は４か月連続で増加した。

業種別では、建設業が７件、卸売業が４件

などとなった。

⑭消費者物価指数～９か月連続で低下

１２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０４．０（前年比▲０．７％）と、９か

月連続で前年を下回った。

１０大費目別では、食料（前年比＋２．６％）、

教養・娯楽（同＋２．８％）など７費目が前年

を上回ったが、光熱・水道（同▲９．５％）、交

通・通信（同▲３．７％）など３費目が前年を

下回った。

道内経済の動き
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＜図表１＞道内企業の年間業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２７年 業況実績

平成２６年に比べ、売上DI（△１３）は
２ポイント低下、利益DI（△４）は１２
ポイント上昇した。売上は、建設関連業
種で公共工事の減少などにより落ち込ん
だものの、利益は外国人観光客の増加や
原油安の恩恵を受け改善した。

２．平成２８年 業況見通し

平成２７年に比べ、売上DI（△７）は
６ポイント上昇する一方、利益DI

（△７）は３ポイント低下する見通しで
ある。観光客の増加などで食料品製造業
やホテル・旅館業は好調が続くものの、
公共投資の先行き不透明感などが重しと
なっており、総じて、業況見通しは横ば
い圏内の動きが見込まれる。

３．先行きの懸念材料

「平成２９年４月からの消費税率引き上
げの影響」とした企業（５０％）が最も多
く、以下「原油価格の動向」（４８％）、「個
人消費の動向」（４７％）の順となった。

特別調査

業況見通しは横ばい圏内の動き
平成２８年 道内企業の年間業況見通し
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
平成２８年道内企業の年間業況見通し
回答期間
平成２７年１１月中旬～１２月中旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４５６ １００．０％
札幌市 １７８ ３９．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １００ ２１．９
道 南 ４０ ８．８ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６５ １４．３ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７３ １６．０ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１２ ４５６ ６４．０％
製 造 業 ２０７ １２３ ５９．４
食 料 品 ６９ ４３ ６２．３
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２１ ６０．０
鉄鋼・金属製品・機械 ６４ ３４ ５３．１
そ の 他 の 製 造 業 ３９ ２５ ６４．１
非 製 造 業 ５０５ ３３３ ６５．９
建 設 業 １３６ ８８ ６４．７
卸 売 業 １１１ ７２ ６４．９
小 売 業 ９３ ５３ ５７．０
運 輸 業 ５０ ３６ ７２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ ２２ ６４．７
その他の非製造業 ８１ ６２ ７６．５

＜図表２＞平成２８年見通し・業種別の要点

要 点（平成２８年見通し）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２６年
実績

２７年
実績

２８年
見通し

２６年
実績

２７年
実績

２８年
見通し

全産業 観光関連は上昇、建設関連は厳しさ続
く。 △１１ △１３ △７ △１６ △４ △７

製造業 食料品、木材・木製品でDIはプラス
水準。 △９ △１０ ０ △１１ △１１ ３

食料品 土産物品の需要増などで好調が続く。 △２８ １４ １２ △１４ １２ １４

木材・木製品 売上・利益とも持ち直しの動き。 ５ △２４ １４ △１９ △５ １９

鉄鋼・金属製品・機械 建設資材関連は低水準。 △３ △２７ △２４ △６ △３１ △１３

非製造業 建設業、卸・小売業に先行き警戒感が
残る。 △１１ △１４ △１０ △１７ △１ △１０

建設業 土木建築業は低水準が続く。 △５ △１３ △２１ △１０ △１３ △２０

卸売業 建材卸の慎重感が強い。 ３ △２５ △１８ △２１ △２８ △２０

小売業 燃料店の売上回復は遅れる。 △２９ △４０ △２１ △３３ △２ △６

運輸業 原油安の恩恵を引き続き受ける。 △８ ０ ０ ０ ４２ ０

ホテル・旅館業 都市部、地方とも堅調な見通しが続
く。 △３０ ２７ １８ △２６ ３６ ９

調 査 要 項
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食料品製造業 建設業 
売上DI 利益DI

卸売業 

小売業 

木材・木製品 

運輸業 

鉄鋼・金属製品・機械 

ホテル・旅館業 

＜図表３＞道内企業の年間業況の推移（業種別） 
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＜図表６＞資金繰り
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＜図表７＞短期借入金の難易感
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＜図表１１＞道内景気判断 

＜図表１０＞設備投資 
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21 51 28

42 19 39

63 17 20

55 14 31

42 25 33

3 横ばい 72 2
悪化
5

4 72 24

3 71 26

5 横ばい 73 2
悪化
2

6 77 17

5 70 25

平成27年実績 平成28年見通し

＜図表１１＞道内景気判断

平成27年実績 平成28年見通し

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

好転

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％

好転
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＜図表１２＞売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�人材の育成・強化（７４％） ±０ 非製造業（７９％）は全６業種で１位。運輸業（８３％）、建設業
（８２％）が８割超。

�顧客ニーズの的確な把握
（５７％） △５ ８業種でウェイト低下しているが、６割弱の企業が重視。

�同業他社の商品、サービス
との差別化（３４％） ＋５ 小売業（４５％）で比較的ウェイト高い。鉄鋼・金属・機械（３３％）は

１６ポイント上昇。

�営業方法の見直し（３０％） ＋２ 鉄鋼・金属・機械（３３％）で１０ポイント、小売業（３５％）で９ポイン
トそれぞれ上昇。

�新商品（サービス）の開発
（２８％） ＋２ 食料品製造業（７２％）で特に高率。

＜図表１３＞先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�平成２９年４月からの消費税
率引き上げの影響（５０％）※ ＋２ ホテル・旅館業（６４％）、小売業（５５％）などで警戒感が強い。

�原油価格の動向（４８％） △１１ 原油安を受け大幅に低下。運輸業（９４％）では動向を注視。

�個人消費の動向（４７％） △４ 小売業（８３％）、食料品製造業（８１％）、ホテル・旅館業（７３％）で高
率。

�公共投資の動向（４６％） △１ 建設業（８２％）、鉄鋼・金属・機械（６９％）で１位。

�物価の動向（３６％） △８ 非製造業（３４％）は１２ポイント低下。

※前年は「消費税引き上げの影響」
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人材の育成・強化
①
７４
（７４）

①
６０
（６４）

③
５１
（５２）

①
５２
（５５）

①
７３
（７７）

②
６４
（７５）

①
７９
（７７）

①
８２
（８７）

①
７４
（６９）

①
７８
（７３）

①
８３
（７０）

①
７３
（８０）

①
８１
（８０）

�顧客ニーズの的確な把
握

②
５７
（６２）

②
５７
（５５）

②
５６
（５５）

①
５２
（５９）

②
５５
（６６）

①
６８
（３８）

②
５７
（６５）

②
４４
（５６）

②
６４
（６６）

②
６１
（７６）

②
５０
（５７）

②
６８
（７０）

②
６３
（７３）

�同業他社の商品、サー
ビスとの差別化

③
３４
（２９）

３５
（３２）

３３
（４１）

３８
（３２）

③
３３
（１７）

４０
（３８）

③
３３
（２８）

２３
（１６）

③
３９
（３４）

③
４５
（３６）

③
２８
（３０）

２３
（２５）

③
３９
（３４）

�営業方法の見直し ３０
（２８）

３０
（２９）

２６
（３３）

３３
（２７）

③
３３
（２３）

２８
（２９）

３０
（２８）

③
２７
（３３）

３２
（３２）

３５
（２６）

２５
（１４）

１８
（１５）

３２
（３２）

�新商品（サービス）の
開発 ２８

（２６）

③
４８
（４４）

①
７２
（６７）

③
４３
（４６）

２４
（２３）

③
４４
（３３）

２１
（２０）

８
（６）

３５
（３２）

２４
（２６）

８
（８）

１８
（２０）

２７
（３０）

�価格体系の見直し ２０
（２８）

２６
（３７）

２８
（４８）

３３
（３２）

２１
（２０）

２４
（４６）

１８
（２４）

１８
（２２）

１９
（１８）

１６
（２６）

２２
（４１）

２７
（４０）

１３
（１４）

�IT（ホームページ）の
活用 １４

（１４）
１２
（１５）

１２
（１９）

１０
（１４）

１２
（６）

１６
（２５）

１４
（１３）

９
（１０）

１１
（１１）

１６
（１５）

８
（５）

③
５０
（４５）

１５
（１４）

	他社との業務提携 １３
（１２）

１２
（１３）

５
（１０）

１４
（１４）

１８
（１１）

１６
（２１）

１３
（１１）

１９
（１６）

８
（１３）

１２
（７）

１７
（１４）

５
（５）

１１
（５）


新たな事業への参入 １０
（１０）

６
（１０）

７
（５）

１０
（１８）

３
（１１）

４
（８）

１１
（１０）

８
（９）

１５
（１１）

１４
（１１）

６
（５）

９
（５）

１３
（１６）

�その他 ２
（１）

３
（１）

－
（－）

５
（－）

３
（３）

４
（－）

２
（２）

２
（１）

１
（－）

２
（２）

３
（３）

５
（５）

２
（２）

＜図表１４＞売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査
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＜図表１５＞先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館業
その他の
非製造業

�平成２９年４月からの消費
税率引き上げの影響※

①
５０
（４８）

②
４８
（４１）

４９
（４８）

②
５２
（４１）

４４
（３３）

③
４８
（４２）

①
５０
（５０）

③
４４
（３６）

②
５１
（５６）

②
５５
（６８）

②
４９
（４１）

②
６４
（７０）

②
５２
（４６）

�原油価格の動向
②
４８
（５９）

③
４６
（５７）

４４
（５７）

２４
（３２）

４７
（５５）

①
６４
（８３）

②
４９
（５９）

３７
（５５）

３８
（４５）

③
５１
（５２）

①
９４

（１００）
５９
（７５）

③
４５
（５９）

�個人消費の動向
③
４７
（５１）

③
４６
（５４）

①
８１
（８３）

４３
（４６）

９
（２７）

３６
（４６）

③
４８
（５１）

２４
（３３）

①
５５
（５４）

①
８３
（８２）

３７
（４３）

①
７３
（７０）

３８
（３９）

�公共投資の動向
④
４６
（４７）

４０
（３８）

５
（１０）

②
５２
（３６）

①
６９
（７０）

②
５２
（４６）

③
４８
（５１）

①
８２
（８２）

③
４５
（５１）

１５
（２５）

３４
（３２）

９
（５）

①
５５
（５２）

�物価の動向
⑤
３６
（４４）

⑤
４２
（４１）

③
５８
（５７）

２４
（３６）

２８
（２４）

③
４８
（３８）

⑤
３４
（４６）

３２
（５３）

３８
（４９）

４３
（４１）

１７
（３２）

２７
（６０）

３５
（３６）

�電気料金の動向 ３２
（５４）

①
５２
（７３）

②
６１
（８３）

２９
（４６）

②
５９
（７６）

③
４８
（７５）

２５
（４７）

１７
（３９）

２４
（５２）

３２
（４５）

３
（２７）

②
６４
（９０）

２８
（５９）

�雇用の動向 ３０
（２９）

２６
（２２）

４０
（３６）

１４
（１４）

１３
（１２）

２８
（２１）

３２
（３２）

２９
（２９）

２０
（２４）

３４
（３４）

③
４０
（３０）

４１
（４５）

３８
（４３）

	民間設備投資の動向 ２９
（２８）

２９
（３０）

５
（７）

２４
（１８）

②
５９
（５８）

３６
（４２）

２９
（２７）

②
５４
（５２）

２８
（３１）

９
（９）

２０
（１４）

９
（５）

２５
（１４）


住宅着工の動向 ２２
（２３）

２０
（２３）

－
（２）

①
６７
（６８）

１３
（１８）

２４
（２５）

２２
（２３）

２８
（３６）

３８
（３１）

１１
（１４）

１７
（１４）

－
（－）

１５
（１４）

�為替の動向 ２０
（３０）

２８
（４８）

３３
（５７）

②
５２
（６４）

９
（３３）

２４
（３８）

１８
（２３）

９
（１２）

２７
（３７）

２８
（３８）

１７
（２４）

１８
（１５）

８
（１１）

�社会保障費の増加 １９
（２０）

２５
（１４）

２６
（１７）

２４
（９）

２５
（１２）

２４
（１７）

１７
（２２）

１８
（２６）

１３
（２０）

１３
（２１）

１１
（１９）

２７
（２０）

２５
（２５）

中国経済の動向 １９
（８）

２６
（１３）

２８
（１０）

２９
（１４）

２５
（２１）

２４
（８）

１７
（７）

８
（７）

２０
（９）

１９
（４）

６
（３）

４１
（１０）

２０
（９）

�TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向 １８

（１５）
２４
（１９）

２８
（２１）

１４
（５）

１９
（２４）

３２
（２１）

１５
（１３）

７
（１１）

３１
（２０）

１１
（１６）

２３
（１６）

－
（５）

１３
（５）

�金融機関の融資姿勢 １５
（１８）

１６
（２２）

９
（１９）

１９
（２７）

２２
（３０）

１６
（１３）

１４
（１７）

２２
（２４）

１１
（１４）

１３
（５）

９
（１９）

９
（３０）

１３
（１４）

�政局の動向 １４
（２５）

１２
（２２）

７
（１９）

１４
（１８）

１３
（１８）

２０
（３３）

１４
（２６）

２８
（３４）

１０
（２７）

６
（２３）

６
（１１）

５
（１５）

１５
（２７）

�金利の動向 １３
（１６）

１２
（１８）

１２
（２４）

１４
（１８）

９
（１５）

１２
（１３）

１４
（１６）

１５
（１４）

９
（１４）

１９
（１６）

１１
（２２）

５
（１５）

１７
（１６）

�税制改正の動向 １３
（１６）

１３
（１１）

１６
（１２）

１９
（９）

９
（１５）

８
（４）

１４
（１７）

１４
（１３）

１６
（２１）

１３
（２５）

９
（１４）

９
（－）

１５
（２３）

�国と地方の財政改革
の動向 １１

（１４）
８
（１０）

２
（７）

１０
（９）

１３
（１５）

１２
（８）

１１
（１５）

２９
（３０）

６
（６）

２
（７）

－
（５）

５
（５）

１０
（２１）

�規制緩和の動向 ８
（８）

６
（８）

２
（５）

５
（１４）

１３
（１２）

４
（４）

９
（７）

５
（９）

６
（４）

９
（１１）

２３
（１６）

５
（－）

１２
（－）

�欧米経済の動向 ６
（５）

１０
（８）

９
（５）

１４
（９）

１３
（１２）

４
（８）

５
（４）

４
（５）

７
（９）

６
（５）

－
（－）

－
（－）

７
（－）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査、※は前年は「消費税引き上げの影響」
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今回調査した道内企業の年間業況見通しは、横ばい圏内の動きとなりました。個人消費や

公共工事の動向に対する不透明感は根強く、民間設備投資や観光関連の需要をいかに喚起

し、取り込んでいくかが引き続き重要となりそうです。加えて、来年４月に予定される消費

税率再引き上げへの対応も求められる年となります。そのような経営環境の中で、企業から

は、長期的な視点に立ち、研究制度の充実や女性の活用を通して人材育成・強化に力を注ご

うとする声も聞かれました。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞

昨冬の大しけによる被害の影響から、ホタ

テ製品を主力とする加工場の業績見通しは厳

しいと思われる。養殖の回復には数年かかる

とされており、その間は景気が良いとは言い

難い。

＜水産加工業＞

外国人観光客の増加に伴う売上増加は当面

続くと思われるが、長期的には、中国の景気

動向等の不安要素もある。国内需要の掘り起

こしや人材育成による社内体制強化が課題で

ある。

＜食料品製造業＞

原材料価格高騰によるコストアップの懸念

は依然として残っている。また、業界全体で

人手不足が深刻化しており、突発的な需要増

加に対応できるかどうかも懸念材料である。

＜畜産加工業＞

食品を製造、販売する会社として、個人消

費の動向は常に気になるところ。また、人員

の確保に苦労していることから、雇用状況も

会社の存続に大きな影響を与えかねない。

＜飲料水製造業＞

燃料価格は安値が続きそうであるが、電気

料金がさらに値上げになることが懸念され

る。これ以上の節電は実質的に不可能であ

り、今後の動向を気にしている。

＜製材業＞

円安の影響を受ける輸入材の販売見通しは

厳しいと考えている。公共工事関連の仕事や

個人客が少しずつ増えてきているので、その

点に期待している。

＜金属製品製造業＞

公共事業関連の受注は昨年並みと考えてお

り、大きな期待はできない。外国人観光客の

入り込みは増えるだろうが、我々の業界にま

で恩恵が及ぶかは疑問に思っている。

＜機械器具製造業＞

上半期は現在の好調な受注状況を維持でき

ると考えている。現時点で新卒４名の採用が

内定しているが、即戦力とは考えずに、長期

的な展望で計画的に教育していく方針。

経営のポイント

長期的視点に立ち人材育成・強化に注力
〈企業の生の声〉
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＜金属製品製造業＞

電気料金の値上げにより費用負担は増加し

ており、供給先の切り替えも考える必要があ

る。老朽化している機械設備の更新も考えて

いきたい。

＜コンクリート製品製造業＞

TPP対策によって農業関連の公共投資がど

のようになるか注目している。田畑の基盤強

化など農業土木の仕事が出てくれればと期待

している。

＜建設業＞

公共投資が見込めないので、道内での受注

機会がかなり減少することを想定している。

道外での営業活動を積極的に行っていく。

＜建設業＞

道内景気は好調なインバウンド需要が他産

業のマイナスを補うと考えており、ほぼ横ば

いの見通し。当社業況は、元請け受注の減少

に伴う利益率低下が予想されるので、生産効

率向上と経費削減を重視する。

＜設備工事業＞

ホテルなど観光関連の設備投資が活発にな

るが、価格競争はさらに厳しくなると予想し

ている。収益面で大きな期待はできないこと

から、経費削減の取り組みを続けることが必

要。

＜建設業＞

民間工事は好調推移が続くと思われるが、

公共工事に関しては、新幹線工事の増加は予

想されるものの、前年割れが見込まれてお

り、建設業にとっては厳しい一年になる。

＜建設業＞

再開発に伴う大型工事案件が出てきてお

り、受注に成功すれば業績は上向く。大型案

件の受注に力を注ぎたい。

＜建設業＞

消費税増税前の駆け込み需要により、民間

建築物件についてはある程度の受注が見込ま

れるが、人件費を主とした固定費の比率が高

まっており、限界利益を上回る受注が必要で

ある。

＜住宅建築業＞

人手不足や資材価格高騰に関する経済指標

は引き続き注視する。また、資金繰りについ

ても、消費税増税前の駆け込み需要とその後

の落ち込み、持ち直し時期を見据えた対応を

要すると考えている。

＜建材卸売業＞

住宅リフォームなど個人の需要がなかなか

強くならない。今年は消費税増税前の駆け込

み需要に期待しているが、先行きは不透明で

ある。

＜青果卸売業＞

スーパーを主な販売先としていることか

ら、業況は個人消費の動向に影響される。先

行き見通しは楽観できるものではない。

＜食肉卸売業＞

業況は仕入価格がどういった水準になるか

に左右される。すでにラム肉などは中国や中

東に価格決定権が移っており、どのくらい価

格交渉ができるか不安である。

経営のポイント
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＜機械器具卸売業＞

省エネ関連の設備投資による売上増加に期

待している。経営面では、初任給アップや研

修制度の充実、女性活用等による人材育成を

重点と捉えている。

＜履物卸売業＞

円安による価格上昇もあり、消費者が生活

必需品の購入を優先し、嗜好品等への支出を

節約している。特に婦人物の販売が厳しい。

＜鋼材卸売業＞

建設用資材の販売は景気動向や設備投資動

向に大きく左右されるため、その点に注目し

ている。

＜建材卸売業＞

円安による資材単価の上昇や、住宅取得年

齢層の所得が向上していないことから、住宅

産業は厳しい見通し。高齢化に伴い空き家率

も今後上昇することから、空き家の再流通に

対する政策を強く望んでいる。

＜小売業＞

何よりも人材確保が最優先。当社だけでな

く他の企業も人材不足に悩んでいる。人材確

保のためには待遇などの見直しも必要と考え

ている。

＜家具店＞

耐久消費財は前回の消費税増税から時間が

経っておらず、次回の駆け込み需要は限定的

と思われるが、売上拡大の好機と捉えて積極

的な販売促進に取り組む。

＜大型小売店＞

小売業としては消費税増税への対応を懸

念。POSシステムの変更や、経理事務、売場

の値札などについても対応が必要となる。

＜燃料店＞

消費税率の引き上げが一番の懸念事項。消

費者マインドは節約に向かうものと考えてお

り、販売数量減を覚悟している。収益を確保

できるよう営業していく必要がある。

＜運輸業＞

道内景気は、個人消費や雇用は緩やかに改

善していると言われているが、生産活動に大

きな改善の見通しがなく、総じて横ばいと考

えている。

＜バス会社＞

北海道新幹線開業により、道南・道央方面

の観光客入込数の増加が見込まれる。貸切バ

ス事業の営業範囲を北海道全域に広げ、受注

を強化したい。

＜運輸業＞

原油価格は低下したが、今後の状況で再度

値上がりした場合には業況は苦しくなる。ま

た、人手不足は企業にとり死活的な問題。

＜運輸業＞

道内での公共投資があまり望めない現状で

は、個人の住宅建築も含めた民間設備投資の

回復が当社の業績回復に不可欠である。

経営のポイント
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＜観光ホテル＞

消費税増税に向けて、年度後半から個人客

の出費が抑えられる可能性があり、国内客の

動向は不透明。

＜観光ホテル＞

好業績を支えている外国からの宿泊者の中

心が中国、東南アジアであることから、中国

経済の動向や為替の影響による訪日客の増減

を注視している。

＜建設コンサルタント＞

国土強靭化やインフラ設備の老朽化対策等

があることを踏まえると、公共工事の受注に

ついて大きな変動はないと予想している。

＜ビルメンテナンス＞

最低賃金の引き上げによる人件費の増加や

受注価格競争が続き、厳しい業況が予想され

る。既存取引先との契約金額や仕様の見直し

による収益改善が重視項目である。

経営のポイント
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― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年３月号

（１）はじめに

皆さまの企業の新卒採用はどなたが行っているでしょうか？社長が自ら採用を行っているで

しょうか？それとも採用専従の社員の方がいらっしゃるでしょうか？もしくは人を入れたい部署

の上役が採用も任されているでしょうか？新卒採用を取り巻く状況は絶えず変化しており、社会

の状況を把握することで経営判断をするように、新卒者の状況を知ることが、満足する採用につ

ながります。

現在新卒採用を行っている企業の方、これから新卒採用を考えている企業の方、実際に採用活

動を行う人事担当者だけでなく、新卒採用された社員が配属される部署の責任者にも読んでいた

だきたい新卒採用の今をお伝えします。

（２）新卒採用市場の変遷

①新卒採用の仕組みの変遷

１９９０年代後半からインターネット上に新卒学生向けの就職情報を公開するサイト（以下「就職

情報サイト」）のサービスが始まって以来、求人情報の公開は紙媒体から、急速にインターネッ

トへ移行しました。掲載料はもちろんかかりますが、サイトに情報を登録することで全国の学生

に情報発信ができるようになり手間が減りました。また、業種や地域で企業検索をかけることも

できるので新卒採用市場への参加の敷居は下がり、中小企業にも優秀な人材と巡り合うチャンス

が増えたといえます。

就職活動は学生生活に大きく影響するので、大まかなスケジュールが事前に決まります。採用

時期も時々変わり、最近１０年ほどの例を見ると２００５年卒からは、３年次の１０月１日に広報開

始�、４年次の４月１日から選考�開始、２０１３年卒からは、３年次の１２月１日に広報開始、４年次

の４月１日から選考開始となりました。そして２０１６年卒からは、３年次の３月１日に広報開始、

４年次の８月１日から選考開始、２０１７年卒からは、３年次の３月１日に広報開始、４年次の６月

１日から選考開始と決まりました。このスケジュールは大学側の意向を踏まえ、日本経済団体連

合会（以下「経団連」）が「倫理憲章」という形で公表し、これに従い就職情報サイトの学生公

開日が決まり、各企業の選考スケジュールが決まっていきます。ただし、倫理憲章は拘束力がな

いので、就職情報サイトの公開日が倫理憲章に倣う以外は、経団連に加入している企業は倫理憲

章を守り足並みをそろえることが多いのですが、こだわりがない企業は倫理憲章を守る企業より

も先に選考を行うこともできます。一般企業には現実的ではありませんが、知名度と人気があれ

経営のアドバイス

変容する新卒採用について

�広報活動…通常は業界情報や企業情報を発信していく活動全般を言いますが、具体的に実態を挙げると、就
職情報サイトの学生公開日を指します。
�選考…通常は一定の基準に達した学生を選抜することを目的とした活動を言いますが、具体的に実態を挙げ
ると、面接選考など学生と対面するものを指し、エントリーシートの提出や、インターネット上の一般常識試
験などはその前段階にあります。

むらずみ経営グループ
社会保険労務士法人むらずみ総合事務所
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ば就職情報サイトを使わずもっと前倒しで新卒採用を行うことも可能です。

このように企業の採用スケジュールがそろわない背景もあって、選考開始が８月に変更された

２０１５年の新卒採用（２０１６年卒）は企業、学生ともに混乱を招く結果となったといわれました［日

本経済新聞］。２０１６年卒と２０１７年卒の採用スケジュールが変わったように、２０１７年卒の採用スケ

ジュールどおりの日程が、２０１８年卒以降も続くとは単純に考えられません。大学（学生）側と企

業側の納得いく就職活動の時期を模索しながら、採用スケジュールを変更していく流れは続くと

思います。例年通りのスケジュールや採用担当者の経験則では太刀打ちできない状況は目の前に

迫ってきているのが今の新卒採用市場といえるでしょう。

②新卒採用を行う企業の増加・採用予定人数の増加

ここ数年の学生の就職活動は景気回復の兆しや人手不足の状況により、「売り手市場」である

といえます�。新卒採用は、その時の景気によって大きく増減しますが、日本の人手不足は続い

ており、厚生労働省の調査では、平成２２年８月の調査以降、常用労働者が「過剰」よりも「不

足」であると回答した企業の割合が上回る状況が続いています�［労働経済動向調査（厚生労働

省）］。人口減少が予測される今後は、経営上の競争力を確保する上でも、さらに労働力の確保の

ため意欲的な新卒採用を行う企業が増えると考えられます。この傾向は大企業だけでなく、中小

企業でも言えることです。２０１６年卒の学生を採用したい中堅・中小企業�のうち昨年より多い人

数を採用する予定の企業が４７．１％［厚生労働省］にのぼったという調査結果も公表されていま

す。自社が積極的に採用を行いたいタイミングは、同様に他社も採用したいタイミングである可

能性が高いと思います。

減少傾向が続く学生数に対して、企業側は例えば「誰でもいいから７人採用」という方針で

も、採用予定人数を採用できないことが十分考えられます。どのように自社をアピールするのか

という戦略的な採用活動が不可欠であると思います。現在の新卒採用の環境を申し上げました

が、次に学生の就職に対する意識の変化を述べさせていただきます。

（３）学生の就職に対する意識の変化

①就職活動のため訓練される学生

最初に申し上げたいのが、面接で会う学生は真実の姿ではないということです。例えば、背筋

が伸びて、表情豊かに質問に答えるといった企業側が好感を持つ印象の学生は、その学生の本質

がそうであるかもしれないし、訓練の成果がそうさせているかもしれないということです。ま

た、学生時代に頑張ったことを聞いた中で感じた積極性、行動力、コミュニケーション能力が入

社後の行動では全く感じられないこともよくある話です。以前から、就職対策本が出版され学生
�売り手市場…企業の総求人数よりも就職を希望する学生が少ない、学生側優位の状況を指します。逆に総求
人数よりも就職希望学生数が多い企業側優位の状況を買い手市場といいます。
�分かりやすさの観点から、労働者過不足判断D.I.（「不足と回答した事業所の割合」から「過剰と回答した事業
所の割合」を差し引いた値を指します。）の回答の「過剰」と「不足」部分を取り上げて記述しており、本
来、分析する点はD.I.であることを申し添えます。
�中堅・中小企業…ここではおおむね従業員数が１，０００人以下の企業を指します。
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によって就職活動に準備の差はありました。現在は、外部の就職活動をサポートする体制がかな

り充実しており、面接という短い時間の中で、予測される質問に十分に個性を発揮できるスキル

が高まっていると感じています。

また、企業側が想像する以上に大学は熱心に就職活動を支援しています。なぜなら定員割れす

る大学もある中で、学生を獲得するためのキーワードに「就職率」があるからです。大学の一般

教養科目の中にキャリアデザイン科目があり、就職や働き方について考えるような講義に単位を

付与していることがあります。また、就職支援課を充実させキャリアコンサルタント�を配置し

たり、学内の企業セミナーや就活の心得を説くイベントの開催など、内容や工夫は大学により異

なりますが、卒業生の就職率や就職実績が良いことをアピールするため、間違いなく各大学は就

職に対して力を入れています。

さらに大学以外でも、就職情報サイト主催のイベントや、就活塾�といった有料の専門サービ

スで、自己分析、面接・グループディスカッション対策や、エントリーシート添削を受ける学生

は多数います。このような事前訓練の場が今はかなり充実しています。面接で学生から「今日が

初めての面接です」と申告があっても、実は模擬面接は３回経験しているということも、採用担

当者が知らないだけでよくあることかと考えられます。

それに加えて、履歴書に書く多様な経験、有効なエピソードなど誇張して書くことは（学生間

では「内容を盛る」といいます）、ある程度行われていると感じますし、採用担当者は見る目を

養わないと、学生の持つ本当の素質を評価できない可能性があります。

②情報が氾濫している就職活動

面接で何を聞かれたか、午前中に面接を行った学生がインターネット上で「つぶやき」午後の

学生は質問内容について答えを用意しておくこともあります。本人たちにどういった心境があっ

てつぶやくのかはケースバイケースでしょうが、採用担当者が「ありえない！」と思うことをす

ることを心得て下さい。

特に、就職活動を行う学生が投稿する企業の口コミ掲示板の利用者が増えているようです。そ

こでは、企業ごとの掲示板があり、過年度の内定者が投稿した志望動機を見る事ができたり、今

選考を受けている学生が、選考内容や内定をもらった時期をリアルタイムで投稿して情報共有を

しています。インターネット上で簡単に情報を共有できるため、「圧迫面接だった＝ブラック企

業だ」というような過激で根拠のない風評が独り歩きしてしまうことも想定されます。

また、就職情報サイトや企業のHPの充実により、ページをスクロールすることで企業を見極

め、説明会に出向かずに選考を受ける先を決めてしまう学生もいます。就職情報サイトではオプ

ションで検索順位を上げたり、注目企業として掲載される一種の情報操作が可能であり、サイト

の内容も費用をかければより深い内容のコンテンツを作ることができます。毎年就職情報サイト
�キャリアコンサルタント…キャリアカウンセラーともいう。人が職業生活を営む上で起こる様々な問題につ
いてのカウンセリングを行う人のことを指します。［特定非営利活動法人キャリアカウンセリング協会］
�就活塾…「就活塾」とは、就職活動支援塾のことで、就職活動中あるいは就職活動を控えた学生や若者に対
して、有償で就職支援サービスを提供するビジネスを指します。［株式会社朝日新聞社］
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にたくさんのお金をかける必要があるかどうかは別として、せめて魅力的な自社のHPを用意し

なければ学生にとってはどのような会社かわからない（＝検討対象にならない）、と判断される

ことも考えられます。

③ワークライフバランスという考えの浸透

仕事をできるようになるまでは、仕事中心でがむしゃらに取り組んでほしい、と企業側は考え

るかもしれません。しかし今の学生は学校の授業で「ワークライフバランス」という言葉を勉強

し当たり前のものとしています。プライベートと仕事の双方の充実が大切だと習っており、勤め

先に求めるのはプライベートの時間を持てることを前提条件としている学生が大多数だと感じま

す。

就職観に関する調査では、学生の希望する職業観の第１位は「楽しく働きたい」、２位は「個

人の生活と仕事を両立させたい」、３位の「人のためになる仕事をしたい」となっており、逆に

行きたくない会社の第１位は「暗い雰囲気の会社」、２位は「ノルマのきつそうな会社」、３位が

「休日・休暇が取れない会社」という結果が出ています［株式会社マイナビ］。新入社員の調査結

果になりますが、「残業は多いが、仕事を通じて自分のキャリア、専門能力が高められる職場」

と「残業が少なく、平日でも自分の時間を持て、趣味などに時間が使える職場」の二者択一では

「残業が少なく、平日でも自分の時間を持て、趣味などに時間が使える職場」と回答した割合が

８０％を超える結果が出ており［公益財団法人日本生産性本部］、能力向上よりも自分の時間を大

切にする価値観が高いことが明らかになっています。逆に言えば、どんな業種であれ、今いる社

員が明るく生き生きと働き仕事と生活を両立している姿を学生に見てもらえば、学生の志望度を

高め選考応募者数を増やすことは、かなり簡単になるかもしれません。企業も将来の人材を確保

するために労働時間や残業のあり方についても根本的な検討が必要かと思います。

④やりたいことが見つからない

新卒採用で入社した社員は、何が理由で自社を選んだかご存知ですか？他社からも内定が出て

おり、希望の会社を選べる状況のなか、なぜ自社を選んだのか？そもそも自社が第一志望だった

のか？入社からしばらく経ったら、ぜひ本当の理由を聞くことをお勧めします。面接では仕事内

容や「やりがい」をアピールしていた学生でもそこで語った内容がそのまま入社決定要因であっ

たとは限りません。面接ではなかなか言えない、待遇面や企業の安定性が入社決定要因であるこ

とは皆さんも胸に手をあてると思い至ることがあるかと思います。本当の入社理由を聞くこと

で、その次の新卒採用で説明会やパンフレット、HPで学生に何をアピールすればよいのかも分

かります。

一方で、ブラック企業�ではないこと、社風がよさそう、待遇がよさそう、地元から離れない
�ブラック企業…一般的な特徴として、①労働者に対し極端な長時間労働やノルマを課す、②賃金不払残業や
パワーハラスメントが横行するなど企業全体のコンプライアンス意識が低い、③このような状況下で労働者に
対し過度の選別を行うことを指すようです［厚生労働省］。
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職場であるなど、自分が何を仕事にしたいという希望は特にないけれど、つらい思いをせずに勤

められる職場を希望する学生が増えているように思われます。また私見ですが、イメージできな

い仕事、自分にとって未知の業種・職種に関して学生が興味を持って調べることが減っているよ

うに感じます。事務職志望ならば事務のみ、営業職志望ならば営業のみなど、早くから職種に的

を絞っている学生をよく見かけます。就職活動のスケジュールがタイトになった煽りも十分に受

けているでしょうが、十分な業界研究・業種研究をしておらず、しかしながら面接のテクニック

がある学生たちです。コミュニケーション能力はあり話し方は上手だけれど、話の内容が浅く、

志望動機がHPの会社紹介欄の感想文やコピー＆ペーストのように聞こえ、もったいないなと思

うことがしばしばあります。

新卒入社３年以内の退職者の口コミによる退職理由の調査では、第１位は「キャリア成長が望

めない」、２位「残業・拘束時間の長さ」、３位「仕事内容とのミスマッチ」、４位「待遇・福利

厚生の悪さ」、５位「企業の方針や組織体制・社風などとのミスマッチ」という結果が出ていま

す［株式会社Vorkers］。自分が何を仕事で行いたいかを把握していれば、企業とのミスマッチを

防げたかもしれませんし、企業側も残業時間や仕事の難しさなど、プラスに作用しないような実

情であってもある程度公表したほうが入社後の早期離職を防げるのではないかと思います。やり

たいことがない学生へ、動機づけをきちんと与えるような説明や、内定後にミスマッチを防ぐ

フォローを行うことも新卒採用の一環となってくるでしょう。

（４）採用の成功とは何か

①価値観の共有

ここまで今の新卒採用の外部環境を説明しましたが、問題はどうしたら良い採用ができるかと

いうことです。採用の成功、良い採用と聞いて何を思い浮かべるでしょうか？良い採用＝目標人

数を達成できたこと、優秀な学生を採用できたこと、離職率が低いこと、など色々な定義がある

と思います。理想論に聞こえるかもしれませんが、私は企業の価値観や社会的な役割、目指す方

向に共感できる人を採用することが大切だと考えます。資本主義社会では、企業活動の目的は利

益を生み出すことです。しかし、どのような手段で利益を生み出すのかは企業ごとの方針により

ます。この部分が各企業のカラーなので、そこを理解し共感させることができれば入社後のミス

マッチはある程度防げると思います。

企業の価値観を理解した上で入社したのにすぐに退職したり、うまく活躍できていないという

ことがある場合、実は今いる社員が企業の価値観を共有できていないことがあります。説明会で

聞いていた理念に共感したはずが、いざ入社すると実態は理念とは異なっており、そのギャップ

がミスマッチとなる状況です。新卒採用では企業側も本音と建て前をうまく使い分け、学生に入

社志望度を高めてもらうことが必要ですが、やはり実態と乖離した話はしてはいけません。経営

上はもちろんのこと、採用の点から見ても、今いる社員が同じ方向を見ていること（＝価値観を

共有していること）がとても大切だと思います。
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②採用したい人物像の設定

新卒採用を行う時、皆さまはどのような指示を出しますか？中途採用ならば、「同じ業界を３

年以上経験している即戦力となる人」、または「退職者の穴を埋めるための人を２か月後まで

に」、などと具体的に指示すると、採用実務を取り仕切る人もイメージが明確になります。しか

し新卒採用の場合は、勤務歴、職歴など明確な指標がなく、青田買いをしなければならない難し

さがあります。新卒社員に対して企業が支払う生涯賃金の金額を思い浮かべてください。万が一

会社と合わない社員を採用してしまっても、会社から辞めさせることは大きなリスクを伴います

し、わだかまりを持つ社員と一緒に業務を行うことは、周りの社員へも社内の雰囲気悪化という

形で襲い掛かりストレスとなることは容易に想像ができます。採用を担当者の第六感に任せるに

はあまりに大きな決断になることをぜひ再確認してください。

そこで、新卒採用を行う際は具体的に採用したい人物像を設定することをお勧めします。

どのような人材を採用したいのか人物像を掲げてください。「優秀そう」、「コミュニケーション能

力が高そう」、という抽象的なものではいけません。できるだけ具体的であることが大切です。

一番簡単なのは、社内で活躍している若手社員を採用したい人物像として挙げ、その人の良い部

分を文章化することです。「Aさんのような、ハキハキした明るさがあり、勉強熱心で、人の話を

丁寧に聞き、行動力のある人」という位、具体的な人物像です。これは配置を決めて採用するの

でしたら、人物像は部門ごと設定してください。判を押したように同じような人物しか採用でき

ないのでは、とお考えの方もいるかもしれませんが、全てを満たす学生には多分出会えません

し、限られた時間のなかで見極められるとは思えません。

具体的な採用したい人物像を設定する理由は、盲点となる社内での採用コンセプトを共有する

ためです。X採用官もY採用官もZ採用官も、活躍してくれる人を採用しようという同じ気持ち

を持っています。しかしそれぞれの理想像が異なると、選考する基準がないので、その場の雰囲

気や力関係に左右された結果が出てしまいます。そして後々あの時反対したのに…など、余計な

軋轢が生まれる可能性も残ります。採用像が決まれば、「行動力については良いけれど、勉強熱

心さが足りない」とか「自己中心的で人の話を丁寧に聞く姿勢が感じられないが、説得力のある

話ができる人物であることをプラス評価したい」、などといった共通の尺度で話ができるように

なります。その評価が残れば、次の採用官や役員面接時も、事前の評価を踏まえた選考ができる

ので、より質問事項を厳選して尋ねることができます。ちなみに、人物像は採用責任者（社長や

役員、人事部長など）が決めても良いですし、具体性が損なわれなければ採用に携わる人が意見

を出し合って決めても良いと思います。

バブル期以降「数より質」の採用が浸透しましたが、今は「数より質とは言っていられない」

状況にあるため、企業の採用基準を満たさない学生を採用するケースも出てくると思います。そ

の場合も入社後、特に教育が必要な点を特記事項として記録することで、新入社員を指導する現

場の社員にも混乱を招かなくて済むでしょう。

ただし、人物像設定を誤ると新卒採用は難航し、いつまでたっても良い人を採用できない結果

となってしまいます。誤った人物像設定の具体例としてはオールマイティーを求めてしまうこと
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です。ありえないほど高い理想像ができて、なかなか多くの項目に合致する人と出会えず、結果

として数ある理想像の項目の中から、いつも通りのX採用官は明るくハキハキした傾向にある人

ばかり評価し、Y採用官は行動力重視の評価を下して、同じ人物像で選ぶのにばらばらの基準で

選考をしてしまうのです。

（５）おわりに

新卒採用にあたっては、是非社内の多くの人に参加してもらってください。会社説明会の受付

や先輩社員として経験談を語ってもらったり、学生のOB・OG訪問時の対応、インターンシップ

を行う時の指導者など、役割は幾らでもあります。みんなで選んだ学生だから、大切に育てよう

という気持ちを持ってもらい、新卒採用を他人ごとにしないことが重要です。もしも入社後にミ

スマッチがあったとしても、何が合わなかったのか、関わった社員から情報を集めることで次の

採用に活かすことができます。

皆さまの企業が、より良い新卒者を採用するためのご参考にしていただければ幸いです。
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開設レセプションの様子

北海道ASEAN事務所外観

日本 シンガポール

消費支出 ３１８，２５４円 ４，７２５SGD

うち、食費 ８８，３２７円 １，２４２SGD

（消費支出に占める食費の割合） （２７．８）％ （２６．３）％

うち、外食費 １３，３１４円 ７６４SGD

（食費に占める外食費の割合） （１５．１）％ （６１．６）％

表１ 消費支出に占める食費、食費に占める外食費の割合

出典：総務省統計局、シンガポール統計局

【８年ぶりの道事務所復活】

１月１４日、シンガポールに北海道ASEAN事務所が開所しまし

た。同日には北海道の高橋知事や当行の柴田副頭取らも参加し記念

レセプションが開かれ、２５０名以上がご来場されました。事務所の

活動方針の柱は「食の輸出の促進」「道内への観光客誘致」「地域間で

の投資活動の促進」です。ASEANは１０カ国、人口約６億人の巨大

市場ですが、当事務所では、まずASEAN域内の経済のハブとなっ

ているシンガポールでの足元固めを進めていきます。

【食の輸出の促進】

道は、道産食品の輸出額を、平成２６年の６６３億円から平成３０年ま

でに１，０００億円に引き上げることを目標としています。その中で、

シンガポールは、比較的輸入規制が少ないこともあり有望な輸出先

ですが、既に日本の地域間での競争が激化しています。デパートで

は毎週のように日本の物産展が開かれ、飲食店でも特定地域の食品

のプロモーションが行われているのを見かけます。

道産品を含む日本産品は他国産品と比べ非常に割高ですが、もと

もと日本産品を好んで購入するシンガポール在住の日本人（約

３５，０００人１）や現地の高所得者層が買い支えています。高所得者層は厚みがあり、世帯月収１２，０００SGD

（約１０２万円）以上が全世帯の２８％、月収９，０００SGD（約７６万円）以上の世帯を含めると全体の４１％を占

めています２。

また、シンガポール人は日本人に比べ外食

にお金をかける傾向があり、世帯の消費支出

（４，７２５SGD（約４０万円）／月）の２６．３％は食

費、うち６１．６％がフードサービス（外食）に

対する支出です（表１）。物産展等での食の

販売は安定しているものの、市民にとっては

やや目新しさがなくなってきており、今後は、道産食品を現地のレストラン等に食材として使ってもら

うような取り組みをさらに広げることも必要と考えます。個別の食材ごとの市場調査など、事務所が開

設したからこそできる腰を据えた取り組みが求められます。

【道内への観光客誘致】

平成２６年に北海道を訪れた外国人の数は約１６０万人でした。そのうち、ASEAN地域からの来道者数は

アジアニュース

北海道ASEAN事務所の活動について
北洋銀行国際部 主査 �橋 明史

（北海道ASEAN事務所派遣）

１出典：外務省ホームページ「シンガポール共和国基礎データ」数値は２０１４年１０月時点
２出典：シンガポール統計局資料“Key Household Income Trends, 2014”数値は２０１４年時点
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タイ（１２８，３００人）を筆頭に、マレーシア（４９，３００人）、シンガポール（４０，９００人）４の順となっていま

す。ASEAN事務所にも、連日北海道の観光情報を求めて市民が訪れているほか、現地企業への訪問等

の際に「北海道」の名前を出すと多くの方から「旅行で行ったことがある」という反応があり、観光地

としての北海道の知名度の高さを感じています。

道は訪日外国人来道者数を平成３０年までに３００万人にまで伸ばす計画です。そのためには、北海道を

初めて訪れる人を増やすことも大事ですし、既に何度も来道している観光客に新たなメニューを提供す

ることも大事だと思います。ASEAN事務所を訪れる市民に話を聞くと、リピーターは、より道民の実

生活に近い体験をしたいと考えているようです。たとえば、雪深い地方での生活体験などのメニュー

は、現在の観光客の札幌への一極集中を打開するヒントになるかもしれません。ASEAN事務所には、

各市町村の取り組みをうまくコーディネイトしていく機能が求められています。また、道内における宿

泊施設や移動手段の不足は喫緊の課題ですので、後述する外国からの投資による宿泊施設増等も含め、

合わせて解決することが必要です。

【道内への投資活動の促進】

シンガポールは国を挙げて外国への投資に取り組んでいます。道内でも、政府系の不動産投資会社が

恵庭市内の倉庫物件を取得しています。また、シンガポール政府は、ホテル、エネルギー、農業、介護

施設などへの投資にも関心を示しています。道もASEAN事務所開設に合わせてシンガポールで投資セ

ミナーを開催し、高橋知事らが投資先としての北海道の魅力をPRしました。外国資本による野放図な

開発を嫌う向きもありますが、地域の活性化策として、このような旺盛な投資を活用することは可能か

と思います。

【ASEAN地域全体のニーズ取り込みへ】

シンガポールは一人当たりのGDPが５６，０００米ドル

以上あり（表２）ASEAN経済の中心となっていま

すが、人口は北海道と同程度の約５５０万人で規模と

してはさほど大きくありませんし、出生率が低下６

し高齢化が進むことにより、現在の購買力が減退す

る可能性もあります。食の輸出などの促進には、

ASEAN地域全体のニーズ取り込みが欠かせませ

ん。ASEAN事務所では、人口約２億５千万人を抱

え経済成長率も高いインドネシア、人口約１億人で

出生率が高く英語話者が多いといった特徴のある

フィリピンなどへの進出に対する支援も積極的に行う予定です。ただし、国ごとに規制や宗教的な禁

忌、嗜好等、差異が大きいため、正確な情報収集が必要です。当事務所では、当行のバンコク駐在員事

務所（道庁職員派遣中）や、ASEAN各地に拠点を持つジェトロ（シンガポール事務所に当行行員派遣

中）と緊密に連携しながら、お客さまのASEAN地域への展開ニーズにお応えしてまいります。

シンガポール ５６，２８４（２０１４年、名目）

インドネシア ３，５００（２０１３年、名目）

カンボジア １，０８１（２０１４年、推計値）

タイ ６，０４１（２０１４年）

フィリピン ２，８６５（２０１４年）

ブルネイ ４４，５８６（２０１３年、名目）

ベトナム ２，０７３（２０１４年）

マレーシア １０，５４８（２０１３年、名目）

ミャンマー ８６８（２０１２年／１３年、推計値）

ラオス １，６２８（２０１３年）

表２ ASEAN地域各国の一人当たりGDPの比較
単位：米ドル

出典：外務省ホームページ「基礎データ」

４出典：北海道経済部観光局「訪日外国人来道者数（実人数）の推移」数値は平成２６年度
６シンガポールの合計特殊出生率は１．２（出典：世界銀行資料、２０１３年）
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４５２ ７６～２２２ ２７０ ２３６ １３０～１７８

牛乳 １リットル 現地産 ２４１～５５８
３４

（２４３ml）
１３５

２４９
（８３０ml）

１２５～１８２

じゃがいも ０．５kg 現地産 １２１～２１９ ４８～８９ ２０２
１４３

（アメリカ産）
３１

オレンジ ０．５kg アメリカ産 ２１５ ３０１
３００

（１個）
１０９

（１個）
１４２

エジプト産

小麦粉 １kg １８６ ２３３ １５５ ２１１ ８９

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １０５ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ８９ １６２ ２８７ １８７

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８７ １１８ ２５３ １５２ ３１０

ミネラルウォーター ５５０ml ２９ ２７ ２３ １３５ ２５～６６

コーラ ３３０ml コカコーラ ３８ ３６ ４７ ６７ ７６

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

３１０ ３１０ ６７６ ４０５ －

タクシー初乗り ２５５ １８２ １１４ ３２１ ３０２～３９７

ガソリン １リットル レギュラー １３６ ９９ １０８ １８６ ６３

トイレットペーパー １０巻 日本製
６０２

（現地製４巻）
５０７

４７３
（現地製）

５４１
２５１

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１６２

（現地製）
９０

（現地製）
３２１ ２６８ １４４

洗濯洗剤 １kg 日本製
２４７

（現地製）
２２８

（現地製）
４０５ ２１９ ６７７

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １８２ ２７３ ２７０ ３３８ ３１８

電気料金 １kwh 住居用 １１ ９ ５０ ２３ ５

水道料金 １� 住居用 ３５ ５６ ３３ ９７ ５０

新聞 １部 一般紙 １８ １８ １６ ７６ ４４

バス 市内均一区間 ３６ １８～３６ ２７ １０１～１８６ ２７

地下鉄 初乗り ５４ － ７４ ９３～２０２ －

携帯

機種 iPhone６６４G １１１，０２０ １１１，１６６ ９９，３７２ ８３，５５５ ７９，４８４

基本料金／月 ８３９ １，０５９ ２，７０４ ４，５８４ ０

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ２

映画チケット 大人１名 時間帯により変動１，００４～２，５５６１，０９５～１，４６０６７６～１，５２１ ９７２ ２７０～７１５

現地価格調査（２０１６年２月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、スーパーピエルヴィなど

【換算レート】 ２０１６年１月２９日仲値
１中国元＝１８．２６円 １タイバーツ＝３．３８円 １シンガポールドル＝８４．５７円 １ロシアルーブル＝１．５９円
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企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１

クリエート株式会社 様 帯広市 曽根 啓介氏 ２千万円

平成２８年１月１９日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年

昭和４８年設立の不動産賃貸業者。主に、帯広市内でオフィス・マンション（一般・帯広畜産大学専用）の賃
貸を行うとともに、帯広市の指定管理業者として帯広駅北地下駐車場の管理を行うなど駐車場の管理運営
や、貸し会場、製菓事業も手掛ける。平成２８年１月に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に認証・登録。

２

カンエイ実業株式会社 様 札幌市 坂下 修氏 ５千万円

平成２８年１月２０日
北洋エコボンド（銀行保証付私募債） １億円 ５年

北洋エコボンド（銀行保証付私募債） １億円 ５年

昭和４３年設立の総合ビルメンテナンス業者。メンテナンスを主体にビル管理・分析・施設管理・整備・
管工事・不動産賃貸等の経営多角化を進め、安定した業績を上げている。また、当社の環境科学研究所
では、空気環境測定や飲料水水質検査を行うなど、環境・衛生対策にも注力している。

３

北商建設運輸株式会社 様 岩見沢市 市原 正基氏 １千２百万円

平成２８年１月２５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年

昭和５２年設立の運送業者で、道内全域で建設機械・農業機械・重量物の運搬や、空知管内では賃貸倉庫・
資材置き場の設置、産業廃棄物の収集も展開し、順調に業容を拡大。低燃費走行の徹底や低公害車の導入
など、社員一丸となって環境保全に取り組み、「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録している。

４

有限会社今村花店 様 千歳市 今村 靜男氏 １千万円

平成２８年１月２７日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

昭和２９年創立の生花小売・葬儀業者。常に新鮮で豊富な種類の生花を扱うほか、ちとせ市民斎場「千歳葬
殿」の名称で、葬儀・法要式場も運営しており、葬儀等に関するあらゆる相談に真心をこめて対応し、良
質な葬祭サービスを提供。斎場建物は、平成１１年に「北海道福祉のまちづくり奨励賞」を受賞している。

５

十勝ハンナン株式会社 様 池田町 浅田 充隆氏 １億円

平成２８年１月２７日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ７年

昭和４２年設立の食肉加工・販売業者。ハンナンフーズグループの１社として「お客様の健康増進と豊か
な生活を実現すること」をモットーに、北海道の豊かな大地が育んだ国産牛を、徹底した品質管理体制
と熟練の製造技術で、日本全国の食卓に届けている。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債とは？

社債の発行が可能な企業は、一定以上の信用力を持った企業に限られており、企業規

模・財務内容・収益状況についての厳しい基準をクリアする必要があります。よって、

社債の発行を通じて財務健全性がアピールでき、対外的な信用力向上につながります。

当行では、私募債の他にも、お客さまの事業活動に必要なご資金の調達ニーズにお応えできる

よう、各種商品・サービスをご用意してサポートいたします。詳しくは、北洋銀行の本支店へお

問い合わせください。

私募債発行企業のご紹介

１月の私募債発行企業
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．２ △４．０ ９８．５ △０．４ ９６．０ △５．４ ９７．６ △１．１ １０３．９ ４．９ １０５．０ ６．２

２６年１０～１２月 ９５．５ △２．６ ９８．２ ０．８ ９５．４ △０．６ ９７．５ ０．９ １０４．１ ０．７ １１２．３ ０．９
２７年１～３月 ９７．４ ２．０ ９９．７ １．５ ９７．４ ２．１ ９９．２ １．７ １０７．５ ３．３ １１３．４ １．０

４～６月 ９５．０ △２．５ ９８．３ △１．４ ９７．１ △０．３ ９６．８ △２．４ １０２．４ △４．７ １１４．６ １．１
７～９月 ９５．０ ０．０ ９７．１ △１．２ ９５．１ △２．１ ９６．２ △０．６ １０１．３ △１．１ １１３．６ △０．９
１０～１２月 p９３．２ △１．９ ９７．６ ０．５ p９４．０ △１．２ ９６．６ ０．４ p１００．４ △０．９ １１２．３ △１．１

２６年 １２月 ９４．８ △０．３ ９８．１ ０．２ ９４．１ △１．１ ９７．１ △０．２ １０４．１ ０．９ １１２．３ △０．１
２７年 １月 ９７．１ ２．４ １０２．１ ４．１ ９７．６ ３．７ １０２．４ ５．５ １０５．０ ０．９ １１１．８ △０．４

２月 ９７．１ ０．０ ９８．９ △３．１ ９７．０ △０．６ ９７．９ △４．４ １０６．０ １．０ １１３．０ １．１
３月 ９８．１ １．０ ９８．１ △０．８ ９７．５ ０．５ ９７．３ △０．６ １０７．５ １．４ １１３．４ ０．４
４月 ９７．３ △０．８ ９９．３ １．２ ９７．６ ０．１ ９７．９ ０．６ １０５．８ △１．６ １１３．８ ０．４
５月 ９１．７ △５．８ ９７．２ △２．１ ９４．２ △３．５ ９６．０ △１．９ １０２．４ △３．２ １１２．９ △０．８
６月 ９６．０ ４．７ ９８．３ １．１ ９９．４ ５．５ ９６．６ ０．６ １０２．４ ０．０ １１４．６ １．５
７月 ９５．７ △０．３ ９７．５ △０．８ ９６．９ △２．５ ９６．２ △０．４ １０３．１ ０．７ １１３．７ △０．８
８月 ９６．０ ０．３ ９６．３ △１．２ ９４．６ △２．４ ９５．５ △０．７ １０３．２ ０．１ １１４．０ ０．３
９月 ９３．４ △２．７ ９７．４ １．１ ９３．９ △０．７ ９６．８ １．４ １０１．３ △１．８ １１３．６ △０．４
１０月 ９３．０ △０．４ ９８．８ １．４ ９３．１ △０．９ ９８．８ ２．１ １００．８ △０．５ １１１．４ △１．９
１１月 r ９３．１ ０．１ r ９７．９ △０．９ r ９４．８ １．８ r ９６．４ △２．４ r ９９．８ △１．０ r１１１．９ ０．４
１２月 p９３．６ ０．５ ９６．２ △１．７ p９４．０ △０．８ ９４．７ △１．８ p１００．４ ０．６ １１２．３ ０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５０△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０１９ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３０ ０．０

２６年１０～１２月 ２６５，１６８ １．０ ５４，９０９ １．２ ６０，１９５ △１．１ １９，３０３ ０．４ ２０４，９７３ １．６ ３５，６０６ １．６
２７年１～３月 ２３７，５４８△４．２ ４９，３５２△３．９ ５４，０８０ △６．８ １６，９４５ △６．９ １８３，４６８ △３．４ ３２，４０６ △２．３

４～６月 ２３８，７０６ ４．４ ４９，４２０ ５．３ ４８，００３ ４．２ １６，０３４ ５．９ １９０，７０３ ４．５ ３３，３８６ ５．０
７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２
１０～１２月 ２５７，６１５ ２．２ ５３，４８７ １．３ ５９，６０８ △１．０ １９，３１４ ０．１ １９８，００７ ３．０ ３４，１７３ １．７

２６年 １２月 １０４，５０６△０．６ ２１，５５８ ０．７ ２４，３２２ △２．６ ７，８３８ ０．２ ８０，１８４ △０．０ １３，７２０ １．１
２７年 １月 ８０，８５３△０．１ １７，２１５ ０．６ １８，５４８ △１．５ ５，９９５ △０．９ ６２，３０５ ０．３ １１，２２０ １．４

２月 ７３，２６６ １．４ １４，９８６ ２．０ １６，３４２ ４．２ ４，９２５ ２．９ ５６，９２４ ０．６ １０，０６１ １．６
３月 ８３，４３０△１１．９ １７，１５０△１２．３ １９，１９０ △１８．４ ６，０２５ △１８．２ ６４，２３９ △９．８ １１，１２６ △８．８
４月 ７８，５０２ ７．７ １６，０８０ ９．５ １５，６４５ １１．３ ５，２２３ １３．２ ６２，８５７ ６．８ １０，８５８ ７．９
５月 ８１，６６０ ５．６ １６，９２８ ６．３ １６，３５６ ５．１ ５，４１８ ５．８ ６５，３０４ ５．７ １１，５１０ ６．５
６月 ７８，５４４ ０．３ １６，４１２ ０．６ １６，００２ △２．７ ５，３９３ △０．２ ６２，５４２ １．０ １１，０１９ ０．９
７月 ７９，３１１ ３．３ １７，０５７ ３．２ １８，０７１ ２．４ ６，１９１ ３．１ ６１，２４０ ３．４ １０，８６７ ３．１
８月 ７９，１７６ ３．０ １６，０５６ ２．６ １５，７９７ ０．２ ４，８３２ ２．０ ６３，３７９ ３．８ １１，２２５ ３．２
９月 ７２，０６２ １．６ １５，１１４ ２．６ １５，６６７ △０．８ ４，９４１ １．１ ５６，３９５ ２．３ １０，１７３ ３．４
１０月 ７６，８６４ ３．０ １６，０７２ ４．０ １７，３６９ ０．１ ５，４９６ ３．８ ５９，４９５ ３．７ １０，５７６ ４．０
１１月 ７８，１４９ ０．１ １６，４９１△０．８ １７，７９２ △３．９ ５，９９２ △２．９ ６０，３５７ １．１ １０，４９９ ０．１
１２月 １０２，６０２ ３．３ ２０，９２５ ０．９ ２４，４４６ ０．５ ７，８２６ △０．１ ７８，１５５ ３．９ １３，０９９ １．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年３月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 － － － － － － － － － － － －
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，８６４ － ４９，１７１ － １２８，５２２ － ３２，５０８ －

２６年１０～１２月 ３５，９５４ － １１，１８３ － ５３，０００ － １２，７４９ － ３６，５５２ － ８，８８６ －
２７年１～３月 ３４，９８３△２７．３ １０，７２２△２４．８ ５２，５５３ ２．１ １２，２６９ △１．６ ２４，８８６ △１１．４ ７，１４０ △１１．７

４～６月 ２９，２６３ ７．３ ９，７１１ ５．２ ５３，８２３ ５．１ １３，０９６ １２．２ ３６，７３５ ４．１ ８，７５０ ３．９
７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ ５９，０７７ ９．２ １３，４１０ ７．４ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６
１０～１２月 ３６，９７５ ２．８ １０，９８３△１．８ ５８，３９７ １０．２ １３，７２２ ７．６ ３６，８０９ ０．７ ８，８４１ △０．５

２６年 １２月 １４，２７８ － ４，７０６ － １８，３４９ － ４，６３７ － １４，０７６ － ３，４７１ －
２７年 １月 １１，８７６△１２．４ ３，６２２△１１．５ １８，９５６ ９．１ ４，０３３ ４．４ ８，３２２ △４．８ ２，３５０ △３．６

２月 ９，５４８△１６．５ ３，０２５△１５．２ １７，２６６ ４．３ ３，９２７ ６．３ ６，９６７ △４．４ ２，１８５ △２．６
３月 １３，５５９△４１．４ ４，０７６△３８．２ １６，３３１ △６．８ ４，３０９ △１２．４ ９，５９７ △２０．３ ２，６０５ △２３．４
４月 ９，７９９ １２．４ ３，１６６ １０．４ １７，１０４ △８．５ ４，１３４ １３．３ １１，６８２ ８．７ ２，８５５ ５．１
５月 ９，８２５ １２．２ ３，２９３ １１．３ １７，７８６ １７．０ ４，５２２ １４．９ １３，８０８ ６．２ ３，１９３ ７．８
６月 ９，６３９△１．５ ３，２５２△４．６ １８，９３３ ９．２ ４，４４０ ８．６ １１，２４５ △２．４ ２，７０２ △１．３
７月 １１，１９５ ９．３ ４，１３５ ４．８ １９，６２５ ７．９ ４，６０８ ７．５ １１，６３６ ５．４ ２，８３１ １．９
８月 １２，１９８ ８．１ ３，８０４ ６．７ ２０，３９０ １０．９ ４，５３９ ８．１ １１，２３５ ０．６ ２，８６２ ３．６
９月 １０，６７９ ３．６ ３，１１１△０．６ １９，０６２ ８．９ ４，２６３ ６．７ ９，８４３ ２．５ ２，５７９ ２．３
１０月 １０，４９８ ４．３ ３，０５０ ２．０ １９，１２４ １０．７ ４，４６４ ９．９ １１，３８６ ３．１ ２，７４９ ４．２
１１月 １１，２５５△３．０ ３，３５８△３．７ １９，２１７ １０．６ ４，３４８ ７．４ １１，５３７ ０．９ ２，７１６ △２．３
１２月 １５，２２２ ６．６ ４，５７５△２．８ ２０，０５６ ９．３ ４，９１０ ５．９ １３，８８６ △１．３ ３，３７６ △２．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ ２５５，７０６ △５．０ ２８４，０４４ △１．３ １０，７９１ △３．８ ３５１ △２１．０
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４３８ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３

２６年１０～１２月 １３４，３２０ ３．５ ２６，８１２ ５．６ ２５９，１７１ △８．１ ３００，４０４ △０．４ ２，９６６ ０．７ ２３５ ４３．９
２７年１～３月 １２３，８６０ ３．１ ２５，３４３ ５．０ ２５４，２０９ △３．５ ２９１，０１９ △４．０ ２，７２１ ２．７ ２８８ ４６．５

４～６月 １３３，３４４ ４．２ ２７，２１９ ６．４ ２５０，６２５ △９．１ ２８５，１８８ １．１ ２，９３４ ３．７ ２３５ ４７．９
７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７
１０～１２月 １３７，８５２ ２．６ ２８，１９４ ５．２ ２７０，６２６ ４．４ ２９１，３０８ △３．０ ３，１０８ ４．８ p ３０８ ３０．７

２６年 １２月 ４６，６１１ ３．９ ９，２４９ ５．６ ２８６，６９４ △１２．０ ３３２，３６３ △０．６ ９２８ ０．２ ９９ ４７．５
２７年 １月 ４１，８９５ ４．３ ８，４３７ ６．２ ２４８，９４７ ０．１ ２８９，８４７ △２．４ ８４８ ０．４ ９５ ３３．５

２月 ３８，３８３ ２．７ ７，８５２ ５．１ ２３４，８６５ １．４ ２６５，６３２ △０．４ ８９５ ８．１ １１１ ４７．１
３月 ４３，５８２ ２．１ ９，０５４ ３．８ ２７８，８１６ △１０．２ ３１７，５７９ △８．１ ９７７ ０．２ ８２ ６４．２
４月 ４２，７５１ ８．０ ８，７９２ ８．４ ２５９，１９１ △１４．４ ３００，４８０ △０．５ ８２２ ４．６ ６９ ５７．４
５月 ４５，６４０ ３．８ ９，３４４ ６．４ ２５１，７０６ △４．０ ２８６，４３３ ５．５ １，０２９ ３．７ ８５ ４７．４
６月 ４４，９５３ １．２ ９，０８３ ４．６ ２４０，９７７ △８．０ ２６８，６５２ △１．５ １，０８３ ２．９ ８１ ４１．２
７月 ５０，４２２ ３．２ １０，０３２ ５．３ ２４３，２３０ △７．８ ２８０，４７１ ０．１ １，２２１ ３．５ １３０ ２６．２
８月 ５０，３７２ ３．２ ９，９６１ ５．５ ２３９，５４３ △６．６ ２９１，１５６ ３．２ １，４０４ ０．６ １１４ ３２．８
９月 ４６，１２４ ３．４ ９，１８９ ５．１ ２６３，９５９ １６．６ ２７４，３０９ △０．３ １，２７１ ４．５ ８１ ３５．４
１０月 ４６，４３１ ３．８ ９，４８４ ６．１ ２５６，３７２ △１．９ ２８２，４０１ △２．１ １，１５４ ３．９ ９６ ３０．４
１１月 ４３，８７８ ２．１ ８，９９２ ４．２ ２６２，５６６ １４．４ ２７３，２６８ △２．５ ９５９ ３．４ ７７ ２１．９
１２月 ４７，５４３ ２．０ ９，７１８ ５．１ ２９２，９３９ ２．２ ３１８，２５４ △４．２ ９９４ ７．２ p １３５ ３６．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年３月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ １，５３９ ０．９ ４０，５０２ ８．３ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８

２６年１０～１２月 ９，６１８ △０．７ ２，３４０ △１３．８ ３０７ △１７．４ １１，４４３ △３．０ ２２，４１９ △２．６
２７年１～３月 ４，８６１ △３．０ ２，０５２ △５．４ ３３９ △１１．７ １０，５１０ △６．１ ２７，８８５ ３．３

４～６月 ９，４４８ ６．０ ２，３５５ ７．６ ５０３ △２０．１ １２，０２９ ２．８ ２５，５８０ １２．４
７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △０．９
１０～１２月 ９，２２７ △４．１ ２，３２３ △０．７ ３４８ １３．４ １０，５１７ △８．１ ２２，８９８ ２．１

２６年 １２月 ２，７３４ △２３．１ ７６４ △１４．７ ９９ △６．１ ３，２５１ △１７．５ ８，８３４ １１．４
２７年 １月 １，０１３ △２０．０ ６７７ △１３．０ ６２ ６０．８ ３，４７４ △１０．２ ６，７２９ １．９

２月 １，５６４ １８．３ ６７６ △３．１ ２１７ ３４．４ ４，０６２ １３．５ ７，４１６ ５．９
３月 ２，２８４ △５．７ ６９９ ０．７ ６０ △６７．５ ２，９７５ △２０．７ １３，７４０ ２．６
４月 ３，４０２ ５．１ ７５６ ０．４ １８６ △１８．５ ４，２６９ ７．２ ８，４１３ ３．０
５月 ２，７７３ ８．４ ７１７ ５．８ １６５ △９．１ ３，９００ １０．１ ７，６５０ １９．３
６月 ３，２７３ ４．９ ８８１ １６．３ １５３ △３０．８ ３，８６１ △７．６ ９，５１８ １６．６
７月 ３，４０１ １５．２ ７８３ ７．４ １８１ ４．３ ４，２１０ １０．８ ７，４１９ ２．８
８月 ３，４５０ ２２．３ ８０３ ８．８ ２２４ ４０．４ ３，６７５ △５．６ ６，５８２ △３．５
９月 ３，３８９ １０．９ ７７９ ２．６ ２１７ ３５．５ ３，６４１ △０．７ １０，５２６ △１．７
１０月 ３，３１３ △３．１ ７７２ △２．５ １６９ ４６．０ ３，７２６ △２０．２ ７，６９７ １０．３
１１月 ３，１５５ △８．９ ７９７ １．７ １００ ８．９ ３，３２９ △５．５ ６，６８６ １．２
１２月 ２，７５９ ０．９ ７５５ △１．３ ７９ △２０．５ ３，４６２ ６．５ ８，５１６ △３．６

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９

２６年１０～１２月 ３８，２８９ △７．６ １０，４２５ △１１．９ １２，３２２ △１０．０ １５，５４２ △２．３ １，０２８，５１９ △５．８
２７年１～３月 ５０，６８７ △１７．５ １５，３７２ △１５．８ １５，９８７ △２１．１ １９，３２８ △１５．７ １，３４４，０２９ △１５．５

４～６月 ４２，２８６ △３．６ １２，５３０ １０．１ １６，６６０ ３．５ １３，０９６ △２０．０ ９０７，７２３ △７．０
７～９月 ４３，３１５ △７．０ １３，７０８ △０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △７．０
１０～１２月 ３５，０３２ △８．５ １１，１７４ ７．２ １１，９２３ △３．２ １１，９３５ △２３．２ ９３７，１０１ △８．９

２６年 １２月 １２，４０５ △０．９ ３，１９９ △１３．８ ３，６７５ ０．４ ５，５３１ ７．５ ３６０，３４７ ０．３
２７年 １月 １１，２６９ △２６．９ ３，０１６ △３４．７ ３，８９７ △１９．４ ４，３５６ △２６．９ ３４４，０４０ △２０．７

２月 １３，７０１ △２３．６ ４，０２４ △２２．２ ４，２７０ △２５．２ ５，４０７ △２３．２ ４１３，１９２ △１５．８
３月 ２５，７１７ △８．６ ８，３３２ △１．７ ７，８２０ △１９．５ ９，５６５ △３．７ ５８６，７９７ △１１．９
４月 １３，０９２ △２．１ ４，０４３ ２０．５ ５，２１６ ３．２ ３，８３３ △２２．８ ２６３，３７４ △１０．１
５月 １２，３９６ △８．１ ３，６００ ２．４ ４，６９０ ４．６ ４，１０６ △２５．２ ２７９，４１９ △８．２
６月 １６，７９８ △１．２ ４，８８７ ８．２ ６，７５４ ２．８ ５，１５７ △１２．９ ３６４，９３０ △３．８
７月 １６，７１２ △７．２ ５，２７２ ５．１ ７，１８５ １．６ ４，２５５ △２８．１ ３５５，８９２ △９．１
８月 １１，１４８ △５．０ ３，５０６ １．６ ４，１２２ ２．５ ３，５２０ △１７．５ ２７１，３８６ △３．５
９月 １５，４５５ △８．２ ４，９３０ △６．９ ５，１０２ ５．２ ５，４２３ △１８．９ ３９９，７５８ △７．４
１０月 １２，２８５ △５．９ ３，６５２ △０．３ ４，４３４ △１．４ ４，１９９ △１４．３ ３１５，１９０ △４．０
１１月 １１，９１９ △７．０ ３，５５７ △０．１ ４，１６８ ０．５ ４，１９４ △１８．０ ３１４，０５２ △７．６
１２月 １０，８２８ △１２．７ ３，９６５ ２３．９ ３，３２１ △９．６ ３，５４２ △３６．０ ３０７，８５９ △１４．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年３月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２３年度 ７４９，５８９ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ０．４６ ０．６２ ２２，７５１ １０．７ ６０２，７３６ １３．１ ５．２ ４．５
２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５

２６年１０～１２月 １０１，０４４ △１８．７ ３０，５４２ △６．０ ０．９１ １．０５ ２７，３１６ ３．６ ６９７，４８２ １．５ ４．４ ３．３
２７年１～３月 ８６，３５０ △２９．０ ２６，５８４ △９．３ ０．９１ １．１０ ３２，２７０ ５．５ ７９６，１９７ ３．６ ３．８ ３．５

４～６月 ３６２，４４０ △１４．１ ４５，２２０ △２．９ ０．８８ ０．９８ ３１，５９２ ５．３ ７３６，９８０ １．８ ３．４ ３．５
７～９月 ２１５，６６１ △１８．９ ３８，２２５ △８．０ r ０．９９ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４
１０～１２月 ９６，７２７ △４．３ ２９，３３６ △４．０ １．０２ １．１７ ２８，７８４ ５．４ ７４３，８９５ ６．７ ３．４ ３．１

２６年 １２月 ２３，３４３ ５．８ ８，９４４ １．０ ０．９２ １．０９ ２３，８５７ ９．５ ６３４，２１６ ６．７ ４．４ ３．２
２７年 １月 １２，０９１ １８．２ ６，７０８ △１３．７ ０．９０ １．１０ ３１，９６４ ５．７ ８３５，０７８ ３．４ ↑ ３．５

２月 １４，２４８ ８．３ ７，１２２ ２．３ ０．９１ １．１１ ３１，２７７ ４．６ ７７６，２３６ １．９ ３．８ ３．５
３月 ６０，０１１ △３８．９ １２，７５５ △１２．４ ０．９０ １．０８ ３３，５６９ ６．２ ７７７，２７６ ５．５ ↓ ３．５
４月 １４９，１７２ △７．７ １８，３６１ ４．４ ０．８５ ０．９８ ３３，７６２ ５．２ ７７３，１８８ １．３ ↑ ３．６
５月 １０４，９８１ △１６．１ １１，２９４ △１４．０ ０．８８ ０．９６ ２９，６９０ ２．７ ６８１，４０４ △３．３ ３．４ ３．４
６月 １０８，２８６ △１９．９ １５，５６４ △１．８ ０．９１ ０．９９ ３１，３２５ ８．１ ７５６，３４７ ７．５ ↓ ３．４
７月 ９５，４８６ △２２．６ １４，６３２ △１０．１ ０．９６ １．０４ ３３，８７７ ８．３ ７９８，２２９ ４．３ ↑ ３．４
８月 ６１，３２４ △１８．１ １１，１３２ △１．３ ０．９８ １．０８ ３０，２１７ ７．１ ７１９，６３９ ４．０ ３．３ ３．４
９月 ５８，８５０ △１３．１ １２，４６１ △１０．９ １．０１ １．１２ ３０，６４１ △０．３ ７６３，７０１ １．１ ↓ ３．４
１０月 ４６，５１９ △１１．６ １２，５３０ △４．８ １．０２ １．１３ ３３，７４３ ４．８ ８４３，３５５ ５．３ ↑ ３．１
１１月 ３４，２７５ ３６．８ ８，７２０ ３．３ １．０２ １．１７ ２７，５９４ ６．６ ７１８，０６０ ９．２ ３．４ ３．２
１２月 １５，９３２ △３１．７ ８，０８６ △９．６ １．０１ １．２１ ２５，０１６ ４．９ ６７０，２７０ ５．７ ↓ ３．１

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２３年度 １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７

２６年１０～１２月 １０４．９ ２．８ １０３．４ ２．７ ５９ △１４．５ ２，２２２ △１３．６ １１４．５６ １７，４５１
２７年１～３月 １０３．５ １．７ １０２．７ ２．１ ８２ △１０．９ ２，２７２ △７．６ １１９．０７ １９，２０７

４～６月 １０４．２ △０．５ １０３．４ ０．１ ６１ △２０．８ ２，２９６ △１２．１ １２１．３５ ２０，２３６
７～９月 １０４．４ △０．５ １０３．４ △０．１ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８
１０～１２月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．０ ５９ ０．０ ２，１５２ △３．２ １２１．４８ １９，０３４

２６年 １２月 １０４．８ ２．７ １０３．２ ２．５ ２３ ２７．８ ６８６ △８．５ １１９．４０ １７，４５１
２７年 １月 １０３．７ １．９ １０２．６ ２．２ ２３ △２８．１ ７２１ △１６．５ １１８．２４ １７，６７４

２月 １０３．１ １．５ １０２．５ ２．０ ２０ ０．０ ６９２ △１１．５ １１８．５７ １８，７９８
３月 １０３．７ １．６ １０３．０ ２．２ ３９ △２．５ ８５９ ５．５ １２０．３９ １９，２０７
４月 １０４．０ △０．３ １０３．３ ０．３ ２４ △２５．０ ７４８ △１８．１ １１９．５５ １９，５２０
５月 １０４．２ △０．６ １０３．４ ０．１ １６ △１５．８ ７２４ △１３．１ １２０．７４ ２０，５６３
６月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．１ ２１ △１９．２ ８２４ △４．７ １２３．７５ ２０，２３６
７月 １０４．４ △０．４ １０３．４ ０．０ ２９ ２０．８ ７８７ △１０．７ １２３．２３ ２０，５８５
８月 １０４．４ △０．４ １０３．４ △０．１ ２６ △７．１ ６３２ △１３．０ １２３．２３ １８，８９０
９月 １０４．３ △０．６ １０３．４ △０．１ ２２ ４．８ ６７３ △１８．６ １２０．２２ １７，３８８
１０月 １０４．４ △０．６ １０３．５ △０．１ ２２ ０．０ ７４２ △７．２ １２０．０６ １９，０８３
１１月 １０４．４ △０．５ １０３．４ ０．１ １５ ７．１ ７１１ △３．３ １２２．５４ １９，７４７
１２月 １０４．０ △０．７ １０３．３ ０．１ ２２ △４．３ ６９９ １．８ １２１．８４ １９，０３４

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。
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●道内経済の動き 

●平成28年　道内企業の年間業況見通し 

●変容する新卒採用について 

●北海道ASEAN事務所の活動について 
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